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（１）これまでの推進状況（消費者行政新未来創造オフィス/戦略本部）
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（１）これまでの推進状況（消費者行政新未来創造オフィス/戦略本部）



3

（１）これまでの推進状況（消費者行政新未来創造オフィス/戦略本部）

2017
５月 徳島県に消費者志向経営の取組促進（地方初の推進組織の設立）を依頼

８月 徳島県内事業者団体への説明を開始

10月 とくしま消費者志向経営推進キックオフシンポジウムの開催

地方版第一号となる「とくしま消費者志向経営推進組織」が発足

１月 徳島県内事業者の自主宣言お披露目セレモニー開催

（18社が自主宣言） 地銀初の自主宣言等、様々な職種が宣言

７月 四国３県（高知県・愛媛県・香川県）への働きかけを開始

10月 とくしま消費者志向経営推進シンポジウムの開催

11月 関西広域連合「消費者志向経営推進セミナー」で志向経営を推進

2019

2018

０

事業者

四国ブロック内での
【自主宣言事業者数】

（当初）

２月消費者志向経営フォローアップセミナーの開催（徳島）

５月自主宣言事業者が30社に到達（徳島県のKPIを10カ月早く達成）

５月 四国３県（高知県・愛媛県・香川県）への働きかけを強化

10月 とくしま消費者志向経営推進シンポジウムの開催

11月 関西広域連合「サステナブル経営推進セミナー」で志向経営を推進

11月 「広沢自動車学校（徳島） 」が消費者志向優良事例大臣表彰受賞

12月 「えひめ消費者志向おもいやり自主宣言」事業者募集開始
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１月消費者志向経営フォローアップセミナーの開催（徳島）

２月 「えひめ消費者志向おもいやり経営スタートアップセレモニー」の開催

３月 高知県内事業者が自主宣言（１社）（１月末現在）

愛媛県内事業者が自主宣言（20社）（２月末現在）

７月 消費者行政新未来創造オフィスから新未来創造戦略本部に組織変更

９月 四国経済連合会「資源・環境委員会」講演で志向経営を推進

10月 えひめ消費者志向おもいやり経営セミナーの開催

10月 岡山県内への働きかけを開始

11月 関西広域連合「サステナブル経営推進セミナー」で志向経営を推進

11月 「地域×企業のためのSDGs実践セミナー」で志向経営を推進（徳島）

2020

60

事業者

（2021年１月末現在）

四国ブロック内での
【自主宣言事業者数】

2021
１月消費者志向経営フォローアップセミナーの開催（徳島）

（１）これまでの推進状況（消費者行政新未来創造オフィス/戦略本部）
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（１）これまでの推進状況（消費者行政新未来創造オフィス/戦略本部）

消費者志向自主宣言事業者一覧

2021年１月末現在：168事業者

徳島県 愛媛県 高知県
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（１）これまでの推進状況（消費者行政新未来創造オフィス/戦略本部）

【徳島県】 36事業者 【愛媛県】 22事業者

【高知県】 ２事業者

株式会社日誠産業
株式会社ネオビエント
株式会社パッケージ松浦
株式会社広沢自動車学校
藤田商事株式会社
冨士ファニチア株式会社
株式会社フジみらい
株式会社マルハ物産
株式会社丸本
宮崎商事株式会社
株式会社山のせ

株式会社旭木工
株式会社阿波銀行
阿波証券株式会社
株式会社あわわ
市岡製菓株式会社
株式会社エフエム徳島
喜多機械産業株式会社
株式会社キョーエイ
株式会社クラッシー
社会福祉法人敬老福祉会
社会福祉法人健祥会
サン電子工業株式会社
株式会社サンフォート
株式会社シケン
株式会社セイコーハウジング
株式会社高橋ふとん店
株式会社寺内製作所
東光株式会社
株式会社ときわ
協業組合徳島印刷センター
徳島県教育印刷株式会社
徳島合同証券株式会社
生活協同組合とくしま生協
株式会社徳島大正銀行
徳島トヨペット株式会社

株式会社あわしま堂
株式会社伊予銀行
株式会社伊予鉄グループ
株式会社愛媛銀行
愛媛県信用農業協同組合連合会
愛媛信用金庫
愛媛トヨペット株式会社
株式会社エフエム愛媛
特定非営利活動法人家族支援フォーラム
義農味噌株式会社
生活協同組合コープえひめ
株式会社古湧園
四国ガス株式会社
株式会社宝荘ホテル
株式会社第一自動車練習所
有限会社つじうち
南海放送株式会社
株式会社平野
株式会社フジ
株式会社母恵夢
株式会社ホテル椿館
水口酒造株式会社

有限会社高知県宿毛自動車学校
ミタニ建設工業株式会社

四国内の自主宣言事業者一覧 2021年１月末現在：60事業者



（２）徳島県：徳島県及び事業者団体への働きかけ
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 平成29年10月に地方版第一号となる「とくしま消費者志向経営推進組織」を設立
 毎年、消費者志向経営推進シンポジウム等を開催するなど、消費者志向経営の促進に
寄与

 同組織は、「第４回ＡＣＡＰ消費者志向活動表彰」を受賞
 令和２年10月に徳島県中小企業家同友会、徳島市が新規加入

出典：徳島県資料
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（２）徳島県：「地域×企業のためのSDGs実践セミナー」

 令和２年11月「地域×企業のためのSDGs実践セミナー」（オンライン開催）において、消費
者庁参事官（調査・物価等担当）から消費者志向経営の紹介を実施。

 自主宣言事業者の講演（大塚ホールディングス株式会社、花王株式会社、サントリーホー
ルディングス株式会社、株式会社日誠産業、株式会社広沢自動車学校）等も実施。

出典：徳島県ウェブサイト



（２）徳島県：フォローアップセミナーの開催
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 平成30年以降、毎年、徳島県が県内事業者を対象としたフォローアップセミナーを開催。
 令和２年度は、消費者庁からフォローアップの説明、自主宣言事業者からの事例紹介を行
うとともに、事業者の担当者が、フォローアップ活動について意見交換するグループワーク
を実施。

 事業者にとっては、自社の取組を再認識することができ、さらに、他社の取組を知ることで
今後の消費者志向経営やフォローアップ活動のヒントが得られる。

フォローアップ活動の事例紹介

自主宣言事業者による講演 グループワークでの意見交換

写真提供：徳島県
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（３）関西広域連合：「サステナブル経営推進セミナー」

 関西においても消費者志向経営（サステナブル経営）を推進するため、関西広域連合及び
政府機関等との地方創生推進会議主催、消費者庁後援のセミナーを開催。

 消費者庁新未来創造戦略本部次長の日下部審議官、株式会社広沢自動車学校代表取締
役の祖川氏らによる講演等を実施。

写真提供：徳島県

出典：徳島県ウェブサイト



（４）愛媛県：えひめ消費者志向おもいやり自主宣言の募集開始

 令和元年12月愛媛県では、消費者庁が推進している「消費者志向経営」と、愛媛県の推進
する「おもいやり消費（エシカル消費）」を支える事業活動を一体化し、行政や関係団体との
連携を図りながら、「えひめ消費者志向おもいやり経営」として普及する取組を開始。
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出典：愛媛県 「えひめ消費者志向おもいやり経営」、「えひめ消費者志向おもいやり自主宣言」の募集



（４）愛媛県：えひめ消費者志向おもいやり経営の取組

 令和２年２月20日 「えひめ消費者志向おもいやり経営スタートアップセレモニー」の開催
 令和２年10月２日 「えひめ消費者志向おもいやり経営セミナー」の開催
 令和２年11月28日「えひめ消費者志向おもいやり経営推進シンポジウム」の開催
 令和２年12月10日「えひめ消費者志向おもいやり自主宣言事業者紹介動画」の公開
 令和３年３月24日 「えひめ消費者志向おもいやり自主宣言の証 交付式」の開催
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えひめ消費者志向おもいやり経営紹介動画 えひめ消費者志向おもいやり経営推進シンポジウム

出典：愛媛県プレスリリース



（４）愛媛県：「えひめ消費者志向おもいやり経営」セミナーへの協力

 令和２年10月２日「えひめ消費者志向おもいやり経営」セミナーの開催
 愛媛県によるえひめ消費者志向おもいやり経営の説明
 消費者志向経営優良事例表彰受賞者による事例紹介
（株式会社広沢自動車学校・株式会社ニチレイフーズ）

 消費者庁参事官（調査・物価等担当）による消費者志向経営の推進のための取組の説明

写真提供：愛媛県

講演する消費者庁吉田参事官
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出典：愛媛県プレスリリース



（４）愛媛県：えひめ消費者志向おもいやり経営 開始の流れ・構造

えひめ消費者志向おもいやり経営の構造

えひめ消費者志向おもいやり経営 開始の流れ

事業者団体 事業者
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愛媛県消費者庁

愛媛県

事業者 消費者

持続可能な社会・SDGｓへの貢献

おもいやり消費（エシカル消費）

取組促進取組促進

消費者志向経営・情報提供

協働



（４）愛媛県：えひめ消費者志向おもいやり経営のポイントまとめ

【愛媛県ヒアリングより】

１ 取組開始の理由

・消費者行政新未来創造オフィス（当時）が、愛媛県内の事業者団体・事業者を訪問。
⇒複数の事業者団体・事業者から、消費者志向経営への関心、賛同を得られた。

・愛媛県が、おもいやり消費（エシカル消費）を進めていくにあたり、消費者において、おもいやり消費
に取り組む必要があるという認識だけではなく、消費行動に移す必要があるところ、事業者がどのよ
うな事業活動を行っているかが分からない、などの声もあった。
⇒事業者とのコミュニケーションや消費行動につながる事業者からの情報提供も重要。
志向経営に取り組むことによって事業者の事業活動を変えていくこと、消費者と一緒におもいや
り消費を推進することが必要。

事業者からの声も後押しとなり、取組開始。

２ 取組の特徴・特色

・志向経営とおもいやり消費を支える事業活動を一体化。

・消費の観点からSDGｓの推進を図る。

・自主宣言事業者の事業活動を広く周知等するための取組を実施。
◎えひめ消費者志向おもいやり自主宣言の証
◎えひめ消費者志向おもいやり自主宣言事業者紹介動画 等
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えひめ消費者志向おもいやり
自主宣言の証

写真提供：南海放送株式会社



（５）高知県・香川県：各県内での取組
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【高知県】
 令和２年９月、高知県経由で事業者団体へ優良事例表彰応募事業者の募集活動を開始。
これを機に、再度事業者団体へ事業者の紹介を依頼。
紹介いただいた事業者へオンライン会議を活用し、消費者志向経営の説明を実施。

【香川県】
 徳島県内の自主宣言事業者に香川県内の事業者を複数紹介いただき、紹介いただいた
事業者へ消費者志向経営の説明を実施。

消費者志向経営推進の流れの一例

自主宣言
事業者

消費者庁

新規事業者

新規事業者

新規事業者

地方公共団体

事業者団体



徳島県
• 平成29年５月、消費者庁消費者調査課（現参事官室）より推進組織の設立を依頼
• 協議を重ねた結果、同年10月に「とくしま消費者志向経営推進組織」を設立
• 以降、消費者志向経営・自主宣言の普及に尽力
（「消費者志向経営」「エシカル消費」「公益通報者保護制度」の取組を３点セットで促進）

• 令和2年10月、とくしま消費者志向経営推進組織に、２団体（徳島県中小企業家同友会、徳島市）が加入

• 平成30年７月より香川県、高知県、愛媛県に「消費者志向経営」への協力を打診（事業者団体の紹介と、事業者団体、事業者への働きかけを依頼）
• 令和元年５月より方針を転換し、先に、事業者団体、事業者に協力を打診
• 消費者志向経営の取組に賛同していただける事業者団体・事業者が現れた
• 事業者団体、事業者が取組に賛同することにより、地方公共団体も取組について検討を開始
• 愛媛県においては事業者に対してSDGsを始め食品ロス、エシカル消費（おもいやり消費）を合わせて「えひめ消費者志向おもいやり経営」と定義し、
オール愛媛で推進
令和元年12月24日「えひめ消費者志向おもいやり自主宣言」事業者を募集開始
令和２年２月20日「えひめ消費者志向おもいやり経営スタートアップセレモニー」開催
以降、消費者志向経営・自主宣言の普及に尽力

• 香川県・高知県においても、事業者団体等への同行など、消費者志向経営・自主宣言の普及に協力

四国３県（愛媛県・香川県・高知県）

関西広域連合

• 平成30年 消費者志向経営推進セミナーを開催支援（関西広域連合主催 消費者庁後援）
ACAP坂倉専務理事や消費者庁消費者調査課（現参事官室）課長による講演を実施

• 令和元年サステナブル経営推進セミナーを開催支援（関西広域連合主催 消費者庁後援）
取組事業者の講演、パネルディスカッションで、今取り組む消費者志向経営の重要性を周知

• 令和２年 サステナブル経営推進セミナーを開催支援（関西広域連合、政府機関等との地方創生推進会議主催 消費者庁後援）
取組事業者、消費者庁新未来創造戦略本部次長による講演で、SDGsを見据えたサステナブル経営を周知

（６）まとめ：地方公共団体や事業者団体への推進状況
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中国地方（岡山県内）

• 令和２年10月より岡山県内地方公共団体に「消費者志向経営」への協力の打診を開始（事業者団体の紹介と、事業者団体、事業者、消費者への働き
かけを依頼）

• 令和２年12月より事業者団体への協力の打診を開始



新未来創造
戦略本部

高知県

愛媛県 香川県

徳島県

事業者団体

事業者団体事業者団体

事業者団体
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（６）まとめ：これからの推進（消費者行政新未来創造オフィス/戦略本部）

参事官（調査・

物価等担当）

これまでの取組状況に関する
情報収集

連携 消費者庁

中小企業の参加拡大・社会の基本認識を目指す


